




岐阜（県） －

低層住宅地

一般住宅を主体とし
て農地も見られる住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 150 100 低層住宅地

-

２中専
(60,200)

県都である当市の人口は概ね横ばいである。景況は回復・改善傾
向の範疇と言い得るも、実感に乏しいと言うのが率直な感想であ
る。

安定した様相下、特に変化は認められない。

個別的要因に変動はない。

地域及びその周辺は戸建住宅等の取引を中心とするが、アパート等の収益物件も一部介在し収益価格も求めた。賃貸経営は
旧来からの土地所有者の資産運用、節税目的を主としており、投資効率は悪い。取引では収益性よりも住宅地としての利便
性、快適性が重要視されている。よって、本件では実際の経済行為に基づく比準価格を重視し、代表標準地の価格との価格
形成要因の比較検討を踏まえた結果、比準価格をもって鑑定評価額とするのが妥当と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市北西部郊外に位置する既成範疇の一般住宅地域である。共同住宅も見られる。今後とも現況の住環境が継続すると予測す
る。地価は当市の全般的な経済・不動産情勢下、弱含みから脱却していないとみる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 48,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

46,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 24

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-4.4

-19.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北西方 7.7km

岐阜
7.7km

(8)

西6m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先3 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

151

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

47,000 円／㎡

18,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.1％ ％

75.9 ］

98.4［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市大字黒野字溝西５０２番７

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 3日 正常価格

平成 25年 7月 14日平成 25年 7月 1日

7,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 47,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

39,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は岐阜市北西部を中心とする一般住宅地域と捉える。主たる需要者は当圏域に地縁性等を有する勤労者層の個人
を中心とするが、圏外からの転入者もある。不況から脱却したとは言い難く、消費マインドは回復していない。市内の一部
では需給に明るさが戻りつつあること及び周辺においても新規の戸建分譲が少なからず見られることから、今後、土地需要
は持ち直すものと予測する。なお、土地取引の中心価格帯は、坪当り１５万円程度の動きと認識する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺崎博男



岐阜（県） －

低層住宅地

農家住宅と一般住宅
が混在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 60 100 100 低層住宅地

-

１低専
(50,80)

岐阜市の人口は横這い傾向であるが、高齢化率の上昇、不動産
の取引価格・件数の下落、開発動向の低迷は引続き続くものと
考えられる。

農地も多く残り、在来の農家住宅も見られる住宅地域である。
暫くは大きな変化は考えられず、地価は下落にて推移する地域
である。

個別的要因に変動はない。

当該地域は戸建住宅を中心として形成される住宅地であり、賃貸収入による収益を目的として土地を購入し、共同住宅
を建築する需要者は見受けられないため、収益価格の規範性は低い。比準価格は現実の取引事例を基礎とした実証的な
価格であり、自用の低層戸建住宅の取引が中心となる地域においては特に規範性が高い。従って、比準価格を標準に代
表標準地との均衡にも留意の上、収益価格を参考に鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域の周辺地域は、農地も残る中、戸建住宅地として成熟しつつある住宅地域であるが、成熟のスピードはさほど
強くないため、地価水準は景気の影響を受け、今後暫く現状のまま弱含みで推移する地域と予測した。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 46,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

45,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 24

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.1

-9.5

-17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北 6.4km

岐阜
6.4km

(8)

西5m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先4 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

178

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 12.0 ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

45,200 円／㎡

19,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0 ％ ％

78.2 ］

98.4［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市大字上土居字中野８１０番２外

ない

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 2日 正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

8,050,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 45,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

36,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、県道岐阜環状線外延部に存し、区画整理が未了の地域内において戸建住宅を中心として形成される住宅
地域一帯と判断した。当該地域における需要者層は、周辺地域に地縁的選好性を有する個人を中心として、市内及び周
辺市町に職場が存する層が考えられる。当該需要者層は居住の快適性、利便性に主眼を置いて物件の選別を行うものと
考えられ、総額で２，０００万円前後の物件が需要の中心となる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

岐阜（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

水野　亨



岐阜（県） －

低層住宅地

一般住宅が多く、農
地も介在する地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 200 50 50 低層住宅地

-

１中専
(60,200)

デフレ脱却を掲げる経済政策（アベノミクス）効果により景気は
着実に持ち直し、住宅地需要の先行きには改善の兆しがみられる
。

地域要因が静態的な既成住宅地域にあり、特段の変動要因は認め
られない。

個別的要因に変動はない。

当地区における共同住宅は、遊休地活用・節税対策に依るものが多く、傾向的には供給過多で投資効率が低く収益価格は低
めに算出されている。他方、比準価格は取引の実態を反映し実証的であり、以下のとおり代表標準地（岐阜－２４）との価
格均衡が得られ信頼度が高い。従って、相対的規範性に優る比準価格を採用して収益価格は参考にとどめ、適正と判断する
上記価格をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

長良雄総地区の既成住宅地域で地域要因は静態的であり、今後とも現状維持的に推移するものと予測する。当面の地価動向
は景気好転の実感に乏しい地域事情を背景として若干弱含みのまま推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 57,600 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

57,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 24

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.1

-2.4

-33.0

-3.0

-3.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北東 6.3km

岐阜
6.3km

(8)

南5m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先5 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

331

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

57,000 円／㎡

28,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0 ％ ％

64.0 ］

98.4［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市大字長良雄総字上ノ段１０２番４外

+3.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 2日 正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

18,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 57,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

46,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市北部住宅地域のほぼ全域であり、なかでも長良東、長良学区の住宅地域において代替競争関係が特に強い
。需要層は３０才代後半以降の１次取得者層が中心であるが、緩やかな景気回復がみられる経済環境にあるものの当地区の
住宅地の需給関係は依然として弱含みである。需要の中心となる価格帯は新築建売分譲が総額２５００万円～２８００万円
、土地価格は総額１５００万円～２０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北村修一







岐阜（県） －

低層住宅地

農地の中に、一般住
宅、アパート等が散
在する、郊外の住宅
地域

19

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北210 210 70 80 低層住宅地

-

２中専
(60,176)

岐阜市の人口は横這い傾向であるが、高齢化率の上昇、不動産
の取引価格・件数の下落、開発動向の低迷は引続き続くものと
考えられる。

国道背後に戸建住宅、農地、公共施設等が存する地域である。
新規の宅地分譲も見受けられるが、暫くは現状にて推移する地
域である。

個別的要因に変動はない。

当該地域は戸建住宅を中心として形成される住宅地であり、賃貸収入による収益を目的として土地を購入し、共同住宅
を建築する需要者は見受けられないため、収益価格の規範性は低い。比準価格は現実の取引事例を基礎とした実証的な
価格であり、自用の低層戸建住宅の取引が中心となる地域においては特に規範性が高い。従って、比準価格を標準に代
表標準地、指定基準地との均衡にも留意の上、収益価格を参考に鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域の周辺地域は、農地、戸建住宅、共同住宅等が混在する地域である。特段の変動要因は見受けられないため、
景気低迷の影響を受け、地価水準は今後暫く現状のまま下落基調にて推移する地域と予測した。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 43,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

42,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 24

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+6.1

-1.9

-17.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ岐阜駅
北西 7km

岐阜
7km

(8)

北4.4m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,176)

特にない 基準方位北、４
．４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先8 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

251

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

42,300 円／㎡

21,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.3 ％ ％

83.8 ］

98.4［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市川部２丁目１３１番１外

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

42,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

岐阜 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+6.1

-1.9

-17.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

37,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

83.8 ］

97.0［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 2日 正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

10,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 42,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

34,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、岐阜市内においても伊自良川以西に存し、本巣郡北方町寄りに存する住宅地域一帯と判断した。当該地
域における需要者層は、周辺地域に地縁的選好性を有する個人を中心として、市内及び周辺市町に職場が存する層が考
えられる。当該需要者層は居住の快適性、利便性に主眼を置いて物件の選別を行うものと考えられ、総額で２，０００
万円弱の物件が需要の中心となっており、中古住宅の流通も散見される地域である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一
地点）である場合の検討

岐阜（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

水野　亨







岐阜（県） －

低層住宅地

一般住宅を主体とす
る区画整然とした新
興住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 80 150 80 低層住宅地

-

２中専
(60,200)

準防

今年に入り安倍政権の経済政策への期待を背景に円安・株高が進
行、個人消費が好転、住宅地需要にも改善の兆しがみられる。

土地区画整理が完了した新興住宅地域であるが、特記すべき変動
要因は特に認められない。

個別的要因に変動はない。

当地区の賃貸マンション等の収益物件は、遊休地活用・節税対策に依るものが大半で、傾向的には供給過多で投資効率が総
じて低くその故に収益価格は低位に算出されている。対象基準地が快適性重視の住宅地であることから収益価格は参考にと
どめ、取引の実態を反映し相対的規範性が高い比準価格を採用して、代表標準地（岐阜－２）との価格均衡に留意のうえ、
適正と判断する上記価格をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

土地区画整理事業により街区が整然とした新興住宅地域で地域要因は安定的に推移。景気回復の兆しが見えるものの当地区
の住宅地供給は依然過剰気味、当面の地価は弱含みの状態が続くものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 68,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

67,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.5

+4.8

+33.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北西 5.3km

岐阜
5.3km

(8)

北6m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先11 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「正木中４－８－２１」

②地積

（㎡）

241

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

67,500 円／㎡

40,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

92,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5 ％ ％

137.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市正木中４丁目８番１２

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 2日 正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

16,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 67,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

55,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は長良川以北の住宅地域のほぼ全域であるが、なかでも正木・鷺山・下土居地区等において代替競争関係が強い
。代表的な需要者は若年層の１次取得者を中心として買替需要層も含まれる。近隣及び周辺地区には広大な土地区画整理地
区を擁し傾向的に供給過多の地域事情にあり、需給関係は全体にやや弱い。需要の中心となる価格帯は新規建売分譲で２８
００万円～３０００万円程度、土地価格は総額１５００万円～１７００万円程度が標準的である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北村修一









岐阜（県） －

標準的使用に同じ

駅に近く、小規模の
戸建住宅を主体とし
た住宅地域

30

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 40 30 0 低層住宅地

-

１住居
(60,200)

特別用途地区

アベノミクスによる低金利政策が功を奏し株高・円安基調が景気
好転を促進。労働分配率の向上が今後の経済を左右しそうな気配
である。

バロー鏡島店が今春、リニューアルオープンした他、同施設南側
と環状線を連絡する市道沿いは近年商業施設の熟成が続いている
。

特にない。

画地規模により貸家想定程度によった結果、収益価格は比準価格の６割弱程度にしか得られなかった。近年新興のミニ分譲
地の画地規模は４５～５０坪程度になる傾向があり、元来農家を経営する地主が多く納税猶予により賃貸マンション向けの
供給余力は弱い。自用目的の取引が中心であるため、比準価格を重視し、収益価格は参酌に留め、指定基準地等からの検討
も踏まえ、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

ＪＲ西岐阜駅は名古屋市へのアクセスに優れ、近年住宅地として人気。納税猶予に起因する供給の硬直性によりファンドバ
ブル期には地価が高騰。景気政策・消費税増税が今後の地価動向を左右するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡
標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①
標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

⑦
内
訳

西岐阜駅
西 350m

西岐阜
350m

(8)

北5.5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　
特別用途地区

特にない。 基準方位　北５．
５ｍ市道

　要因の
　比較

　因の比
　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号 提出先15 岐阜県 所属

分科会名 中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)
基
準
地

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

③形状

②地積
（㎡）

160
( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況
処理施
設状況

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.5  ｍ、　奥行　約 13.9 ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

91,500 円／㎡

53,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の
個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格
円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

］
［ ］ ［ ］

［ ］100
100

100
100

　修 正

別記様式第６
鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市西荘３丁目１９番３０

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

91,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

岐阜 -

地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

+1.5
-6.7
+24.0
0.0
0.0

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

0.0
0.0
0.0
+2.0
0.0
0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の
　比較

　因の比
　較

前年指定基準地の価格
111,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

117.4 ］
98.2［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100
100

100
100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日 正常価格

平成 25年 7月 12日平成 25年 7月 1日

14,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 91,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

74,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価 倍率種別

(6)市場の特性 ＪＲ西岐阜駅を駅勢圏とする状況類似の住宅地を同一需給圏と判定したが、一部三里地区の事例等を含めて事例を採用した
。需要者は岐阜市周辺及びＪＲ利用の名古屋市方面への通勤世帯と解する。西岐阜駅は名古屋市方面へのアクセスに優れ、
ファンドバブルの時期に価格が高騰。市場の中心価格帯は、更地で１４００万～１５００万円前後。市況次第では今後、地
価上昇が予測される地域でもある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺村　建一郎



岐阜（県） －

標準的使用に同じ

中規模一般住宅、ア
パート等が混在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 80 100 50 低層住宅地

-

１住居
(60,200)

準防

雇用情勢は厳しい状況にあるものの、消費、生産とともに概ね横
ばいとなっている。経済対策の効果などを背景に持ち直しが期待
される。

ＪＲ西岐阜駅に比較的近く、かつ、小中学校やＳＣ等の施設も整
っていることから、住宅地として人気が比較的高い。

特にない。

共同住宅も散見されるが、土地価格に見合う賃料水準が形成されていないので、収益価格は低位に試算された。自用目的の
取引が中心であり、快適性を重視する住宅地域であるので、比準価格を標準に、収益価格を比較考量して、代表標準地との
比較検討の後、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

鏡島地区は居住環境が比較的良好な既成の住宅地域でほぼ熟成しており、現状のまま推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 77,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

76,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.1

+5.2

+28.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ西岐阜駅
北西 1.5km

西岐阜
1.5km

(8)

西5m市道

１住居
(60,200)

準防

（その他）　　　　

特にない。 基準方位北　　　
５ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先16 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「鏡島西２－１４－３０」

②地積

（㎡）

211

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 24.0 ｍ、　規模 210  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

77,000 円／㎡

30,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

110,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

138.8 ］

98.7［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市鏡島西２丁目１４番２６

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 5日 正常価格

平成 25年 7月 13日平成 25年 7月 1日

16,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 77,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

62,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、岐阜市西部の居住環境が比較的良好な住宅地域。ＪＲ岐阜駅・店舗への接近性が比較的良好であり住宅需要
は堅調である。需要者の中心は、岐阜市及びその周辺市町の所得水準がやや高い層が需要者と推定される。需給バランスは
比較的良好であるが空地は少なく、土地取引水準にはばらつきがある。土地は１２００～１８００万円程度の取引が中心で
ある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

安藤　一成



岐阜（県） －

低層住宅地

一般住宅が多い区画
整理済みの新興住宅
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 150 100 100 低層住宅地

-

２中専
(60,200)

デフレ脱却を掲げる経済政策（アベノミクス）効果により景気は
着実に持ち直し、住宅地需要の先行きには改善の兆しがみられる
。

Ｒ１５６号岐阜東バイパスが岩田西地区まで今年度供用開始の見
込みであり、今後はこれに伴う間接的波及効果が期待される。

個別的要因に変動はない。

周辺には共同住宅も散見されるものの総じて投資効率が低い地域事情にあり、加えて画地規模が小さな対象基準地において
共同住宅建設を想定すること自体が現実性がないので収益還元法については非適用とした。他方、比準価格は日野地区にお
ける類似不動産の取引価格に比準して求めたもので、当地区取引市場の実態を反映し実証的で信頼度が高い。従って、規範
性に優る比準価格をそのまま採用して鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

街区が整然とした東部の住宅地域で地域要因は安定的に推移。中学校やスーパーにやや遠く潜在需要は総じてやや弱いが、
今後はＲ１５６号岐阜東バイパスの一部供用開始による波及効果が期待される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 50,500 円／㎡

公示価格 49,400円／㎡

標準地番号 岐阜 37-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

岐阜駅
北東 5.9km

岐阜
5.9km

(8)

北6m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先17 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「日野南１－１６－６」

②地積

（㎡）

154

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

49,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.8 -0.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市日野南１丁目１６番９

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 2日 正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

7,560,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 49,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

40,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は岐阜市東部の住宅地域のほぼ全域、なかでも日野、長森北、長森西、長森東学区において代替競争関係が強い
。主たる需要者は３０才代後半に代表される１次取得者層であるが、景気の先行き不透明感や将来不安のほか文教施設、利
便施設へやや遠い地域事情から当地区の住宅地需要は総じて弱い。新築建売分譲で２２００万円～２５００万円程度、土地
価格は総額８００万円程度が需要の中心になっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 17－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北村修一



岐阜（県） －

低層共同住宅地

一般住宅、アパート
等のほか農地も介在
する住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 150 200 50 低層住宅地

-

１住居
(60,200)

雇用情勢は厳しい状況にあるものの、消費、生産とともに概ね横
ばいとなっている。経済対策の効果などを背景に持ち直しが期待
される。

岐阜自動車学校跡地に続き、サンピア跡地等のほか、住宅分譲が
好調に推移している。

特にない。

　自用目的での取引が大半であることから本件では、比準価格を重視し、収益価格を参酌程度、代表標準地価格との均衡、
周辺の住宅分譲の販売動向及び前年価格等よりの時系列にも充分考慮の上、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

ＪＲ西岐阜駅を中心に、宅地需要は依然旺盛である。地主による納税猶予との関連で農地転用の促進が抑制されているが、
供給不足の解消は今後の相続次第と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 90,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

90,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 34

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-4.3

+17.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

西岐阜駅
南西 600m

西岐阜
600m

(8)

東6.6m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

未だ農地も残存する住宅地
域

基準方位北　　６
．６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先18 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「今嶺２－１－３」

②地積

（㎡）

307

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

91,000 円／㎡

62,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

105,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.1％ ％

113.1 ］

99.5［ ］ 101.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市今嶺２丁目１番４

+1.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 5日 正常価格

平成 25年 7月 13日平成 25年 7月 1日

27,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 91,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

73,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、ＪＲ西岐阜駅徒歩圏に位置する。名古屋へのアクセスに優れ、安定的な人気を維持している。需要者は１
次取得者の他、地縁性のある熟年層による住み替え需要も認められる。マンションは未だ数棟のみで戸建住宅の需給が主体
。需要の中心となる価格帯は、土地１８００～２０００万円程度。サンピア跡地については、土地のみで３０００万円、建
物付で６０００万円強という高額取引も認められた。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 18－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

安藤　一成



岐阜（県） －

標準的使用と同じ

中規模一般住宅が多
い郊外の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 120 180 200 戸建住宅地

-

１低専
(50,80)

雇用情勢は厳しい状況にあるものの、消費、生産とともに概ね横
ばいとなっている。経済対策の効果などを背景に持ち直しが期待
される。

高齢化が進行している住宅団地で地域要因は静態的であり、特段
の変動要因は認められない。

特にない。

収益還元法については別記記載の理由から非適用とした。比準価格は対象基準地と類似する戸建住宅用地の取引事例価格に
比準して求めたもので実証的で説得力が強い。従って、取引の実態を反映し規範性が高い比準価格を採用し、当地区の需給
動向、前年以降の地域要因の変動状況等に留意のうえ適正と判断する上記価格をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は昭和４０年頃に開発された古い戸建住宅団地で高齢化が進行しており地域要因は静態的。先行き不透明な経済環
境を反映し当地区の住宅地は総じて需要不足、地価は下落基調で推移するものと予測。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,000円／㎡

公示価格 36,500円／㎡

標準地番号 岐阜 24-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

岐阜駅
北東 10.3km

岐阜
10.3km

(8)

北東7m市道

１低専
(50,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、７ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先19 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「三田洞東３－８－６」

②地積

（㎡）

251

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.0 -1.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市三田洞東３丁目８番６

+1.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 5日 正常価格

平成 25年 7月 13日平成 25年 7月 1日

9,010,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

29,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、岐阜市北部の郊外住宅地域全域で、なかでも岩野田・岩野田北校区において代替競争関係が強い。代表的な
需要者層は、３０才代後半以降の１次取得者層であるが、将来不安、雇用不安と相俟って住宅地需要は低迷状態にあり需給
関係は総じて弱い。土地価格が３５０００円／㎡前後で建売分譲で２３００万円～２５００万円程度が需要の中心になって
いる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 19－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

安藤　一成



岐阜（県） －

戸建住宅地

戸建一般住宅が建ち
並ぶ閑静な住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 120 110 25 戸建住宅地

-

１中専
(60,160)

経済・金融政策等によって、当市の景況は改善傾向とみられるも
、本格的ではない。これを反映して不動産需要は回復していない
。

安定した様相下、特に変化は認められない。

個別的要因に変動はない。

地域は戸建住宅が建ち並ぶ既成の閑静な住宅団地であり、有効な貸家に対する需要や供給が見られないため、収益還元法は
適用しなかった。比準価格は価格牽連性が強い市東部の一般住宅地事例を採用しており、市場の実態を適切に反映できたと
思料する。よって、市場実証度が高く、説得性に優れる比準価格を標準とし、代表標準地との価格均衡に留意した結果、鑑
定評価額は比準価格とするのが適当と決定した。なお、単価と総額とのバランスにも留意した。

［

［

住宅
Ｗ２

市東部郊外に位置する成熟した住宅団地であり、特に地域要因の変動は認められない。古い住宅団地は道路幅員等から人気
がないため、弱含みの地価を脱却するには時間を要すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 34,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 37

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+6.4

+1.0

+33.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北東方 8.3km

岐阜
8.3km

(8)

北西4m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位北、４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
ガス、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先20 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「岩田坂３－６－５」

②地積

（㎡）

177

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

34,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

49,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.3％ ％

143.5 ］

99.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市岩田坂３丁目６番１１

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 3日 正常価格

平成 25年 7月 14日平成 25年 7月 1日

6,040,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 34,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

27,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、岐阜市東部及び北東部一円の一般住宅地域と把握する。主たる需要者は、岐阜市及びその周辺市町の所得水
準が中位の一次取得者と推定する。当市の幹線道路の一つである国道１５６号線の背後近接に位置する岩田坂は昭和４０年
前後に開発された古い住宅団地で、道路が狭く、諸利便施設との接近に優位性が認識できないこと等から人気に欠け、静態
的な様相である。取引の中心となる価格帯は土地６０坪程度で７百万円前後と判定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 20－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺崎博男





岐阜（県） －

標準的使用と同じ

中規模一般住宅の多
い既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 100 30 中低層住宅地

-

１住居
(60,200)
準防

アベノミクスによる低金利政策が功を奏し株高・円安基調が景気
好転を促進。労働分配率の向上が今後の経済を左右しそうな気配
である。

高齢世帯の居宅が空家化事例が散見される。

特に変化はみられない。

周辺には、自用の建物のほか、アパート等の賃貸物件も散見され、収益価格は比準価格の８５％水準に求められた。但し、
加納地区にあっても節税目的以外の賃貸共同住宅向け投資は駅徒歩圏のみしか成り立たないものと解する。よって、比準価
格を採用し、収益価格を関連づけ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

人気学区である加納西校下であり、加納高校に近い文京地区でもある。高齢世帯の空家化が懸念されるが、富裕層を中心と
した底堅い需要があり、地価は今後とも安定的に推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 106,000円／㎡

公示価格 105,000円／㎡
標準地番号 岐阜 34-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①
標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

⑦
内
訳

岐阜駅
南 1.4km

岐阜
1.4km

(8)

西7.6m市道､
北側道

１住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　
(70,200)

利便性に富んだ閑静な住宅
地域

基準方位北　　　
７ｍ　市道

　要因の
　比較

　因の比
　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号 提出先22 岐阜県 所属

分科会名 中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)
基
準
地

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

③形状

②地積
（㎡）

323
( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況
処理施
設状況

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 18.0 ｍ、　規模 320  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

106,000 円／㎡

90,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の
個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格
円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 +1.0％ ％

］
［ ］ ［ ］

［ ］100
100

100
100

　修 正

別記様式第６
鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市加納堀田町１丁目２１番１

0.0
+3.0

方位
角地

不動産鑑定士氏名

　補正

正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の
　比較

　因の比
　較

前年指定基準地の価格
円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］
［ ］ ［ ］

［ ］100
100

100
100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日 正常価格

平成 25年 7月 12日平成 25年 7月 1日

34,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 106,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

82,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価 倍率種別

(6)市場の特性 ＪＲ岐阜駅以南、加納小・加納西小校区のうち、徒歩圏周辺地域からなる同一需給圏を判定した。所在地は南よりにて茜部
地区にも隣接することから近傍の茜部大野等にも事例の収集範囲を拡げた。特に価格牽連性が高いのは主要地方道「岐阜南
濃線」以南と解する。本来、富裕層による堅調な需要が見込める地域であるが、近年は３０００万円台後半の建売事例が比
較的多く認められる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 22－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺村　建一郎



岐阜（県） －

標準的使用と同じ

一般住宅等が建ち並
ぶ閑静な住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 150 50 70 低層住宅地

-

２中専
(60,200)

準防

景況はアベノミクスにより明るい兆しがあるも未だ判然としない
。取引件数は増加し、新設住宅は減少。住宅地価の下落幅は縮小
傾向。

長良地区は人気地区であるが、近隣地域は既成住宅地域で変動性
に乏しい状況が続いている。

個別的な変動要因は見当たらない。

近隣地域は一般住宅主体の既成住宅地域。周辺にはアパート等の収益物件も見られるが、これは節税を主目的とする資産運
用のケースが多く、土地の収益稼得を期待したものではない。通常、土地取引では自用目的の取引が大半であり、投資目的
で購入することは皆無に近い。以上から、本件では実際の市場価格から試算した比準価格を標準とし収益価格も参酌して、
直近の代表標準地価格からの変動状況も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は一般住宅のほかアパ－ト等も見られる住宅地域。周辺では散発的な土地取引や戸建住宅の建設が見られる程度で
大きな変動はないものの、今後も緩やかに熟成度を増してゆくものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 92,600円／㎡

公示価格 92,500円／㎡

標準地番号 岐阜 2-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

岐阜駅
北東 5.5km

岐阜
5.5km

(8)

北5.5m市道

２中専
(60,200)

準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先23 岐阜県 所属
分科会名

岐阜中 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

242

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

92,500 円／㎡

48,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.1 0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市長良若葉町２丁目４番

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 5日 正常価格

平成 25年 7月 12日平成 25年 7月 1日

22,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 92,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

74,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は当市長良川以北の住宅地域。主な需要者は市内居住の１次取得者で転入者及び買替え需要もあり。市場は戸建
住宅に関連する新築分譲・中古住宅の取引が中心。近年発展傾向の長良地区東小校下は、岐阜環状線の開通、商業施設の出
店等により熟成度が増し人気地区の一つにあげられる。ただ、近隣地域周辺は既成住宅地で売物件が少なく市況はやや弱い
。取引の中心価格帯は土地で１．５～２．５千万円程度、戸建分譲で３．２～３．７千万円程度。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 23－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

中園  真一











岐阜（県） －

低層住宅地

戸建住宅のほか集合
住宅等も混在する住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 70 30 50 低層住宅地

-

２中専
(60,200)

準防

当市の景況も回復傾向にあるも、力強さに欠ける。その影響下、
土地取得意欲は回復せず、地価の下方圧力は解消していないと把
握する。

特に目立った変化は認められない。

個別的要因に変動はない。

当該地域の需要者層は、快適性、利便性を重視する自己居住目的の勤労者層が中心で、賃貸用のアパートも見受けられるが
、旧来から自己保有していた土地の節税目的が主である。投資目的に基づく賃貸物件の取引は稀である。つまり、収益性の
認識度が希薄で、客観的な収益価格の把握は困難である。よって、現実の市場行動行為に基づく比準価格を重視し、収益価
格は参考に留め、代表標準地価格との均衡に留意して鑑定評価額を上記の如く決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

長良川上流部の北側に位置する、ほぼ熟成した既成の住宅市街地である。快適性、利便性に恵まれた住環境の下、堅調な住
宅地需要を見る。一般経済は回復基調にあるも、地価はやや弱含みを脱していないと把握する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 81,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

81,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.5

-0.2

+12.5

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北方 3.6km

岐阜
3.6km

(8)

北5m市道

２中専
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
ガス、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先28 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

178

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

81,100 円／㎡

39,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

92,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5％ ％

114.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市津島町５丁目１６番

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 3日 正常価格

平成 25年 7月 14日平成 25年 7月 1日

14,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 81,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

66,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、当市のいわゆる長良川以北の川北地区で、生活快適・利便性において良好な一般住宅地条件を保有する圏域
とみる。住宅需要者の主体は、３０歳代後半以上の１次取得者及び買換え需要者等と把握する。昨今の需給状況は、相対的
に堅調な需要に支えられ、供給と需要は拮抗している状況と察知し、底堅い地価形成の動向と予測する。土地は２００㎡程
度で１６百万円強程度、新築の戸建物件は３５百万円程が取引の中心価格帯と把握する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 28－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺崎博男



岐阜（県） －

低層住宅地

一般住宅を主体とす
る区画整然とした新
興住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 150 100 50 低層住宅地

-

２中専
(60,200)

今年に入り安倍政権の経済政策への期待を背景に円安・株高が進
行、個人消費が好転、住宅地需要にも改善の兆しがみられる。

区画整理が完了した新興住宅地域であるが、新規の宅地開発も比
較的少なく変動要因は特に認められない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は快適性重視の住宅地であるので自己使用目的の取引が通常であり、アパート経営のための土地需要は少ない。周
辺には賃貸マンション等も散見されるが、大半は節税対策等によるもので傾向的には供給過剰で投資効率が総じて低く、収
益価格は低めに算出されている。従って、取引の実態を反映し規範性が高い比準価格を中心に収益価格を参考とし、代表標
準地（岐阜－２）との価格均衡に留意のうえ、適正と判断する上記価格をもって鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

街区が整然と整備された新興住宅地域で今後とも安定的に推移するものと予測。潜在的な供給過多に加えて景気回復の実感
に乏しく住宅地需要は総じて低調、地価は当面弱含みのまま推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

63,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.5

+2.0

+44.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北西 5.1km

岐阜
5.1km

(8)

北6m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先29 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「則武西２－２８－１４」

②地積

（㎡）

208

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

64,000 円／㎡

36,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

92,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

144.7 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市則武西２丁目２８番１５

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 2日 正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

13,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 64,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

52,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、長良川以北の住宅地域のほぼ全域であるが、なかでも則武・島・城西学区等において、代替競争関係
が強い。代表的な需要者は若年層の１次取得者を中心に買替需要層も含まれる。周辺地区には広大な土地区画整理地区を擁
し慢性的な供給過多の地域事情にあり、需給関係は全体に弱い。需要の中心となる価格帯は新規建売分譲で２７００万円～
３０００万円程度、土地価格は総額１２００万円～１５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 29－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北村修一





岐阜（県） －

低層住宅地

小規模一般住宅のほ
か共同住宅も見られ
る住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 60 60 100 低層住宅地

-

２住居
(60,200)

準防

景気はアベノミクス等から改善しつつあるが、雇用情勢、デフレ
状況等の解消には至っていない。地価は上方圧力とはなっていな
い。

安定的な地域展開と見る。

個別的要因に変動はない。

当市中心機能地と近接であること等からアパート等の収益物件も散在し、その他の収益物件としては戸建住宅が転勤等の事
情により賃貸されるのが散見される。自己居住目的の勤労者層の取引が中心である。つまり、取引では収益性よりも住宅地
としての利便性、快適性が重要視されていると把握する。よって、有用性、説得性に優れる比準価格を重視し、収益価格は
参考程度に留め、代表標準地からの検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

市役所等と近く、利便性に恵まれており、共同住宅も見られる。今後とも現況の住環境が継続すると予測する。地価は相対
的に高位の部類に入ること等から、緩和しているも弱含み持続と把握する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 87,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

85,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+9.3

+14.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北方 2.3km

岐阜
2.3km

(8)

北6m市道

２住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、
ガス、
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先31 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

158

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 14.0 ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

85,700 円／㎡

46,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

110,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.7％ ％

124.6 ］

99.1［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市北野町３２番

0.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 3日 正常価格

平成 25年 7月 14日平成 25年 7月 1日

13,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 85,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

69,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、市内の古くからの既成住宅地域を中心とし、ＪＲ東海道本線岐阜駅を主要ターミナルとする住宅地域
全域である。需要者の属性は、岐阜市内の居住者が大半を占める。市場の需給動向としては、熟成した住宅地域であり、利
便性等から堅実、安定的な様相で推移しているが、全般的な景況下、下落基調となっている。取引における需要の中心価格
帯は、土地は１，３００万円前後、新築戸建住宅は３，５００万円前後と推定する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 31－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺崎博男



岐阜（県） －

標準的使用と同じ

一般住宅が建ち並ぶ
既成住宅地域

30

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 80 50 20 中低層住宅地

-

２住居
(60,200)

アベノミクスによる低金利政策が功を奏し株高・円安基調が景気
好転を促進。労働分配率の向上が今後の経済を左右しそうな気配
である。

岐阜大学医学部等跡地については、遅れていた建築工事も早けれ
ば夏頃着工予定。本体の西側に南北２４０ｍの並木道が整備され
る。

特にない。

比準価格対比で、収益価格は約８割水準に試算された。中規模の戸建住宅を主体とした地域であるが、各行政機関にも程近
く生活利便性が高いことから、ファミリータイプ２戸による賃貸想定を試みた。両試算価格は比較的均衡しているが、地域
の標準的使用を鑑みるに、戸建指向の強い地域であり、比準価格を重視して収益価格を斟酌するとともに指定基準地との均
衡に留意して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

「みんなの森ぎふメディアコスモス」については今夏にも着工し、並木道を整備。２０１５年度には（仮）中央図書館を含
む施設が開館予定で、住環境の向上が期待される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 102,000円／㎡

公示価格 円／㎡
標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①
標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

⑦
内
訳

岐阜駅
北 2.3km

岐阜
2.3km

(8)

南6m市道

２住居
(60,200)
準防

（その他）　　　　

南西方至近で岐阜大学医学
部等跡地整備が進行中。

基準方位北、６ｍ
市道

　要因の
　比較

　因の比
　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号 提出先32 岐阜県 所属

分科会名 中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)
基
準
地

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

③形状

②地積
（㎡）

202
( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況
処理施
設状況

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

103,000 円／㎡

85,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の
個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格
円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.0％ ％

］
［ ］ ［ ］

［ ］100
100

100
100

　修 正

別記様式第６
鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市柳町１番５

ない

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

103,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

岐阜 -

地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

0.0
+7.4
-3.0
0.0
0.0

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

0.0
0.0
0.0
+2.0
0.0
0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の
　比較

　因の比
　較

前年指定基準地の価格
111,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.2 ］
98.2［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100
100

100
100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日 正常価格

平成 25年 7月 12日平成 25年 7月 1日

20,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 103,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

77,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価 倍率種別

(6)市場の特性 岐阜市中心市街地周辺の利便性の高い住宅地域からなる同一需給圏を判定した。「ぎふメディアコスモス」の整備が今夏着
工予定で、本体西側に並木道が整備されるのは周辺住環境の向上に寄与する。主たる需要者は、比較的高所得の市内在住者
及び市内通勤者である。中心価格帯は土地のみで２０００～２２００万円前後。但し、土地のみ、中古建物付きを問わず、
近年は１００㎡前後の小規模取引も多く認められる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 32－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺村　建一郎



岐阜（県） －

標準的使用と同じ

低層住宅、アパート
、店舗等が混在する
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 200 50 200 低層住宅地

-

商業
(80,360)

準防

景況はアベノミクスにより明るい兆しがあるも未だ判然としない
。取引件数は増加し、新設住宅は減少。住宅地価の下落幅は縮小
傾向。

岐阜駅に近くマンション適地であるが、出物がなく近時やや静態
的に推移している。

個別的な変動要因はない。

近隣地域はＪＲ・名鉄両岐阜駅の徒歩圏に在って、居住用の収益物件が立地可能な地域である。ただ、対象基準地程度の規
模で、土地を投資目的で購入しその稼得を得ているケースは少ないと思われ、実際の取引は自用目的で行われるのが大半で
ある。以上から、本件では成約事例から求めた比準価格を標準とし収益価格も参考にして、直近の代表標準地価格からの変
動状況も考量し、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

ＪＲ岐阜駅に近接する人気学区内の住宅地域。富裕層を中心に需要の強いエリアで、今後徐々に品等が優る住宅地として熟
成度を増してゆくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 140,000円／㎡

公示価格 139,000円／㎡

標準地番号 岐阜 61-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

岐阜駅
南東 500m

岐阜
500m

(8)

南6m市道

商業
(80,400)

準防

（その他）　　　　
(80,360)

特にない。 基準方位北　　６
ｍ市道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先33 岐阜県 所属
分科会名

岐阜中 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

319

( )

⑨法令上の規制等

1:3.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.5  ｍ、　奥行　約 33.5 ｍ、　規模 300  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

139,000 円／㎡

88,200 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7 0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市加納本町３丁目７番１外

+5.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 5日 正常価格

平成 25年 7月 12日平成 25年 7月 1日

44,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 139,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

115,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏はＪＲ・名鉄両岐阜駅の徒歩圏に所在する住宅地ないし混在地。主な需要者は住替え等の２次取得者で、マンシ
ョン立地可の面大地は開発分譲業者。周辺は加納天満宮近くの早くからの住商混在地で、近時出物が少なく静態的に推移し
ている。近くの大型分譲マンションの建設予定地は未着工で塩漬け状態。加納地区は利便性がよい文教地区で供給＜需要の
市場であり、市内人気地区の一つ。取引の中心価格帯は土地で３．０～４．０千万円前後と思われる。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 33－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

中園  真一



岐阜（県） －

標準的使用と同じ

一般住宅を主体とす
る調区内の中規模住
宅団地（安食団地）

36

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 50 80 100 低層住宅地

-

｢調区｣
(60,100)

景況はアベノミクスにより明るい兆しがあるも未だ判然としない
。取引件数は増加し、新設住宅は減少。住宅地価の下落幅は縮小
傾向。

既設住宅の増改築や中古住宅の取引が見られる程度で、特段の変
動要因は見られない。

個別的要因の変動は特にない。

近隣地域は一般住宅が建ち並ぶ郊外の住宅団地で、アパート等の収益物件は見当たらない。また、公法規制の改正により、
調区内において貸家住宅の建設は原則出来ず、従って、本件では収益還元法を非適用とした。以上より、本件では成約した
取引価格から試算した比準価格を採用して、前年からの価格形成要因の変動状況も踏まえた上で、鑑定評価額を上記のとお
り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

郊外調区内に所在する熟成した住宅団地で、最近は静態的安定的に推移している。現状では特筆すべき変動要因が見当たら
ないことから、ここ暫くの間は現状推移してゆくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 25,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

岐阜駅
北西 10.8km

岐阜
10.8km

(8)

東6m市道

｢調区｣
(60,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先34 岐阜県 所属
分科会名

岐阜中 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

245

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

24,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市大字安食字志良古２６番１６２

+2.0方位

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

24,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

岐阜 -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-6.0

+10.4

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

28,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

115.2 ］

97.9［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 5日 正常価格

平成 25年 7月 12日平成 25年 7月 1日

5,950,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 24,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は北部ないし西部の調区内の住宅地域。主な需要者は市内居住の１次取得者で、圏外からの転入者もみられる。
調区内の住宅地は既存宅地の要件を充たすか、又は近隣地域のような住宅団地内の宅地か、否かによって取引価格が大きく
異なる。地価下落に伴って回帰現象を呈する市況下にあって、調区内では再建築の可否が土地価格に決定的に影響を及ぼす
。従って、再建築可の住宅団地を除いて、調区内の市場は限定的で把握しづらいというのが実態である。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 34－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

中園  真一









岐阜（県） －

中層店舗住宅併用地

中低層店舗、事務所
等の混在する駅南の
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 50 100 100 中層店舗住宅併用地

5

-

商業
(90,400)

準防

デフレ脱却・経済再生を掲げるアベノミクスを背景に消費者購買
意欲・個人消費が緩やかに好転、商業地需要にも徐々に改善の兆
し。

ＪＲ岐阜駅北口地区の再開発事業等による間接的影響以外には、
特記すべき変動要因は認められない。

個別的要因に変動はない。

当地区における賃貸不動産は商業ビルや雑居ビルが通常であるが、賃貸借需要が低迷する地域事情を反映して、これら収益
物件の投資効率はやや低く収益価格は低めに試算されている。従って、取引の実態を反映し相対的規範性が高い比準価格を
標準として収益価格を関連づけ、代表標準地（岐阜５－３）との価格均衡に留意のうえ、適正と判断する上記価格をもって
鑑定評価額と決定した。

［

［

事務所兼住宅
ＲＣ５

ＪＲ岐阜駅南の普通商業地域で繁華性の程度は普通、再開発事業等民間投資が集積する北口駅前地区とは対照的にやや静態
的。景気好転の実感が乏しいなか需給関係はやや弱く地価は当面弱含みの状態が続くと予測。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 197,000 円／㎡

公示価格 195,000円／㎡

標準地番号 岐阜 15-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

195,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 3

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.8

-7.7

-21.0

+1.5

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
南 300m

岐阜
300m

(8)

西30m県道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

特にない ３０ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先2 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

106

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

6.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 120  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

198,000 円／㎡

135,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

144,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5 -0.5％ ％

73.4 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市加納栄町通３丁目２番１外

ない

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 2日 正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

20,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 194,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

155,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は当市中心的商業市街地のほぼ全域であるが、なかでもＪＲ岐阜駅周辺の幹線道路沿いにおいて代替競争
関係が特に強い。需要者の属性としては、地縁性を有する地元法人・個人事業者を中心に全国規模の法人も含まれるが、景
気回復の実感に乏しい当地区商業地の需給関係は依然として弱含みである。市場の中心価格帯は土地が１００～１３０㎡で
総額２０００万円～２５００万円程度が標準的である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北村修一



岐阜（県） －

店舗兼共同住宅地

中小規模の店舗、事

務所等が建ち並ぶ路

線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 50 0 40 店舗兼共同住宅地

5

-

商業

(80,400)

　景気は、上向き傾向であり、地価にもプラスの影響がある。

　特に大きな変化は見られず、現状維持で推移している。

　特に変化はみられない。

　当該市場における主たる需要者は、自己利用を目的とする法人または個人であり、収益目的での需要者は、少ない。した

がって、市場性を反映した比準価格を標準として収益価格を参考として、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼共同住宅

ＲＣ４

　緩やかに住宅地へと移行しつつある路線商業地域である。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の

状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価

格

形

成

要

因

の

変

動

状

況

ら

の

検

討

②変動率

前年標準価格 85,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公

示

価

格

を

規

準

と

し

た

価

格

⑥対象基準地

  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地

標準地

地

域

要

因

街路

交通

環境

行政

その他

標

準

化

補

正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦

内

訳

岐阜駅

北方 3.6km

岐阜

3.6km

(8)

北西15m市道

商業

(80,400)

準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない １５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、

ガス、

下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地

番号

提出先

3

岐阜県

所属

分科会名

中分科会

印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

390

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近

隣

地

域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の

　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 360  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等

   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

86,600 円／㎡

68,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整

   ・検証及び鑑定

   評価額の決定の

   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0 ％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25
平成 25年 7月 17日　提出

宅地-1

岐阜市早田栄町４丁目２０番１

ない

不動産鑑定士

氏名

　補正

長方形

指

定

基

準

地

か

ら

の

検

討

⑥対象基準地

  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地

域

要

因

街路

交通

環境

行政

その他

標

準

化

補

正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦

内

訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対

象

基

準

地

の

前

年

標

準

価

格

等

か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日
正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

32,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 83,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

路線価又は倍率

67,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)

路

線

価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、長良川以北の路線商業地域及びその背後地を中心に当市全域の路線商業地である。需要者の中心は、地元

中小企業または個人事業主である。当該路線沿いにおける商業地需要は低調に推移しており、背後住宅地との価格差は縮ま

りつつあり、一部では逆転現象も見られる。中心となる価格帯は、８３，０００円／㎡前後である。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地

点）である場合の検討

岐阜（県） 3－5

開発法
開発法による価格 ／   円／㎡

丸山　正樹



岐阜（県） －

中層店舗住宅併用地

中小規模の店舗、事

務所等が混在する商

業地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 150 50 50 中層店舗住宅併用地

5

-

商業

(80,400)

　景気は、上向き傾向であり、地価にもプラスの影響がある。

　特に大きな変化は見られず、現状維持で推移している。

　特に変化はみられない。

　当該市場における主たる需要者は、自己利用を目的とする法人または個人であり、収益目的での需要者は、少ない。した

がって、市場性を反映した比準価格を標準とし、収益価格を参考として、指定基準地との均衡にも留意して、鑑定評価額を

上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼共同住宅

ＲＣ４

　当市の中では、繁華性の高い路線商業地域である。景気の回復を受け、地価は、緩やかな回復傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の

状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価

格

形

成

要

因

の

変

動

状

況

ら

の

検

討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 84,100 円／㎡

標準地番号 岐阜 4-5

新規

代表標準地 標準地

公

示

価

格

を

規

準

と

し

た

価

格

⑥対象基準地

  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地

標準地

地

域

要

因

街路

交通

環境

行政

その他

標

準

化

補

正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦

内

訳

岐阜駅

北西方 3.1km

岐阜

3.1km

(8)

北11m市道

商業

(80,400)

準防

（その他）　　　　

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、

ガス、

下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地

番号

提出先

4

岐阜県

所属

分科会名

中分科会

印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

273

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近

隣

地

域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の

　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等

   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

86,800 円／㎡

72,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整

   ・検証及び鑑定

   評価額の決定の

   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間 -0.5％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25
平成 25年 7月 17日　提出

宅地-1

岐阜市島栄町１丁目１３番

ない

不動産鑑定士

氏名

　補正

ほぼ長方形

指

定

基

準

地

か

ら

の

検

討

84,800

⑥対象基準地

  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

岐阜 -5

地

域

要

因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.5

-2.9

0.0

0.0

0.0

標

準

化

補

正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦

内

訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

85,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

98.6 ］

98.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対

象

基

準

地

の

前

年

標

準

価

格

等

か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日
正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

22,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 83,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

路線価又は倍率

68,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)

路

線

価

倍率種別

(6)市場の特性 　周辺地域は、長良川以北の幹線道路沿いの商業地を中心として、当市全体の路線商業地域である。当市の路線商業地とし

ては、繁華性の高い地域であり、需要は比較的高い地域であるが、売買は少なく、事業用借地権が主である。価格帯は、属

性、規模によりまちまちであり、需要の中心価格帯は見いだせなかった。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地

点）である場合の検討

岐阜（県） 4－5

開発法
開発法による価格 ／   円／㎡

丸山　正樹



岐阜（県） －

標準的使用と同じ

県道沿いに店舗等が
建ち並ぶ路線商業地
域

20

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北300 300 40 55 低層店舗用地

5

-

近商
(80,200)
準防

アベノミクスによる低金利政策が功を奏し株高・円安基調が景気
好転を促進。労働分配率の向上が今後の経済を左右しそうな気配
である。

平成２４年７月上旬イオン柳津店北東側にマクドナルドがオープ
ン。これに隣接してジョイフルもオープンした。

特にない。

沿道店舗を主体とした路線商業地域であり、事業用借地も多く活用されているものと思料する。但し、土地元本の調達を前
提とした不動産投資は稀であり、羽島郡からも事例を補完した比準価格を標準とし収益価格を関連づけ、笠松等周辺商業地
基準地との均衡性にも留意の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
ＲＣ２

幹線道路沿道の商業地域として、飲食・物販関係の商業施設が集積している。対象地自体店舗の入替が旺盛な他、昨夏イオ
ンに併設してマクドナルドがオープンする等熟成を強めている。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 73,000円／㎡

公示価格 円／㎡
標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①
標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

⑦
内
訳

柳津駅
北東 1.1km

柳津
1.1km

(8)

北14m県道

近商
(80,200)
準防

（その他）　　　　

幹線道路沿いの路線商業地
域

１４ｍ　県道

　要因の
　比較

　因の比
　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号 提出先5 岐阜県 所属

分科会名 中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)
基
準
地

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

③形状

②地積
（㎡）

1,291
( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況
処理施
設状況

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 30.0 ｍ、　規模 900  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

71,800 円／㎡

45,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の
個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格
円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.6％ ％

］
［ ］ ［ ］

［ ］100
100

100
100

　修 正

別記様式第６
鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市柳津町蓮池２丁目１１番外

ない

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

69,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

岐阜 -5

地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

+2.3
+14.8
+24.0
+7.2
0.0

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

0.0
0.0
0.0
+5.0
0.0
0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の
　比較

　因の比
　較

前年指定基準地の価格
115,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

156.1 ］
98.3［ ］ 100［ ］

105.0［ ］100
100

100
100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日 正常価格

平成 25年 7月 12日平成 25年 7月 1日

90,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 70,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価 倍率種別

(6)市場の特性 岐阜市南部及びこれと隣接する羽島郡の幹線街路沿いを同一需給圏と判定した。需要者の中心は、同一需給圏内に地縁性を
もつ個人事業者のほか、他県資本、全国ネットの飲食店等の進出も多く見られる。近年接面する県道「笠松墨俣線」沿いに
的確事例は皆無であり、採用した取引事例も規模において対象不動産と類似した取引がなく、中心価格帯の把握は困難であ
る。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺村　建一郎



岐阜（県） －

中層の飲食店ビル敷地

各種店舗、飲食店、

一般住宅等が建ち並

ぶ商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 中層の飲食店ビル敷地

5

-

商業

(100,360)

防火

　景気は、上向き傾向であり、地価にもプラスの影響がある。

　柳ヶ瀬周辺で飲食店舗の連担性が最も高い地域であるが、スナ

ック店舗の撤退が目立つ。

　特に変化はみられない。

　テナントビルが多い中に、自用の店舗も見受けられるが、利回りに着目した賃貸物件の取引はあまり見受けられず、自用

目的の取引が中心である。よって、市場性を反映した比準価格を標準とし、収益価格を参考とし、代表標準地との均衡性に

も留意して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅

ＲＣ５Ｆ１Ｂ

　当該地域は、飲食店舗が建ち並ぶ古くからの商業地域である。景気回復傾向を受け、地価水準は、緩やかな回復傾向にあ

るものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の

状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価

格

形

成

要

因

の

変

動

状

況

ら

の

検

討

②変動率

前年標準価格 157,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公

示

価

格

を

規

準

と

し

た

価

格

153,000

⑥対象基準地

  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 3

代表標準地

標準地

5

地

域

要

因

街路

交通

環境

行政

その他

+7.6

-0.3

-15.0

+2.5

0.0

標

準

化

補

正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦

内

訳

岐阜駅

北方 1.4km

岐阜

1.4km

(8)

北6m市道

商業

(80,600)

防火

（その他）　　　　

(100,360)

飲食店を主に、小規模なビ

ルが連担する商業地域

北６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、

ガス、

下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地

番号

提出先

6

岐阜県

所属

分科会名

中分科会

印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

67

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近

隣

地

域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の

　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 20.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等

   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

160,000 円／㎡

123,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整

   ・検証及び鑑定

   評価額の決定の

   理由

公示価格

144,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.9 ％ ％

93.5 ］

99.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25
平成 25年 7月 17日　提出

宅地-1

岐阜市弥八町２４番

ない

不動産鑑定士

氏名

　補正

長方形

指

定

基

準

地

か

ら

の

検

討

⑥対象基準地

  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地

域

要

因

街路

交通

環境

行政

その他

標

準

化

補

正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦

内

訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対

象

基

準

地

の

前

年

標

準

価

格

等

か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日
正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

10,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 154,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

路線価又は倍率

125,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)

路

線

価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、柳ヶ瀬地区及び岐阜駅周辺の飲食店の立地に適した歓楽街を中心とした商業地と判断した。景気は、回復

傾向にはあるが、近隣地域界隈のスナック店舗等の客足は遠のいている。価格帯は立地条件等により様々であり需要の中心

は見い出せない。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地

点）である場合の検討

岐阜（県） 6－5

開発法
開発法による価格 ／   円／㎡

丸山　正樹



岐阜（県） －

標準的使用と同じ

中小店舗、事務所、
一般住宅等が混在す
る商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 30 50 店舗併用住宅地

5

-

近商
(90,300)

準防

雇用情勢は厳しい状況にあるものの、消費、生産とともに概ね横
ばいとなっている。経済対策の効果などを背景に持ち直しが期待
される。

特に顕著な変動要因は見られない。

　特にない。

近隣地域内には、店舗、営業所等も所在するが、自用の小規模店舗併用住宅が中心で、商業事業者向けの賃貸市場の成熟の
程度は十分とはいえない。しかし、商業系地域にあるため収益価格も比較考量の上、比準価格を標準とし、代表標準地から
の検討を踏まえ、前年価格からの時系列にも充分考慮の上、鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼共同住宅
Ｓ３

当該地域に特に目立った変化は認められず、今後も現状を維持しつつ、やや衰退的に推移していくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 82,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

79,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 17

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-0.2

+1.8

+27.0

+4.5

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北東 2.6km

岐阜
2.6km

(8)

北22m国道

近商
(80,300)

準防

（その他）　　　　
(90,300)

　特にない。 ２２ｍ　国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先7 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

211

( )

⑨法令上の規制等

1:4

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 28.0 ｍ、　規模 210  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

82,600 円／㎡

55,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

114,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.6％ ％

134.8 ］

99.1［ ］ 100［ ］

105.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市金園町１０丁目６番

ない

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 5日 正常価格

平成 25年 7月 13日平成 25年 7月 1日

16,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 80,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

66,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、ＪＲ岐阜駅、名鉄岐阜駅周辺に所在する幹線道路沿いの住商混在型近隣商業地域である。需要者は、同一需
給圏内に地縁を有する事業者及び個人等である。市場の中心価格帯は、ばらつきがあり、土地のみで総額１．５千万～２千
万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

安藤　一成









岐阜（県） －

標準的使用と同じ

各種専門店、金融機
関等が建ち並ぶ商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 30 50 中高層店舗事務所地

5

-

商業
(100,600)

雇用情勢は厳しい状況にあるものの、消費、生産とともに概ね横
ばいとなっている。経済対策の効果などを背景に持ち直しが期待
される。

地域要因に目立った変化等は見られない。

特にない。

商業事業者向けの賃貸市場は相対的に見て成熟しているが、岐阜支店撤退等による賃貸需要の減退により空室率が上昇し、
賃料も下落傾向が認められる。本件では取引実態を反映した比準価格を標準とし、収益価格を関連づけ、前年度価格との相
対的意義等を考慮の上、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
ＲＣ６

ＪＲ岐阜駅周辺の再開発が進捗しているが、中心商業地の全般的な衰退傾向、及び近時の経済環境を受け当面弱含みで推移
すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 304,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

299,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 5

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+0.5

+21.8

+33.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+6.7

0.0

0.0

⑦
内
訳

岐阜駅
北東 650m

岐阜
650m

(8)

西25m国道

商業
(80,600)

防火

（その他）　　　　
(100,600)

店舗・事務所が連たんする
中心商業地域

２５ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先11 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

420

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

313,000 円／㎡

266,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

534,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7％ ％

162.8 ］

99.4［ ］ 98.0［ ］

106.7［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市神田町７丁目７番６外

-2.0形状

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 5日 正常価格

平成 25年 7月 13日平成 25年 7月 1日

127,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 302,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

245,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、岐阜市の中心商業地であり、「ＪＲ岐阜駅前地区」及び百貨店・飲食歓楽街を擁する「柳ヶ瀬地区」を核と
した圏域である。全国的な傾向であるが商業地の拡散傾向は当市も著しく、中心部の大型店舗の閉鎖が相次いだ。ＪＲ岐阜
駅周辺地区は再開発が完了し、商業用地としての再生を図る動きも見られるが、近時の経済環境も相俟って土地需要は減退
傾向にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 11－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

安藤　一成











岐阜（県） －

標準的使用と同じ

沿道サービス関連の
店舗が建ち並ぶ路線
商業地域

20

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 100 150 15 低層店舗地

5

-

商業
(90,400)
準防

若いファミリー層を中心に郊外ＳＣでの買廻品の購入が一般化。
協業化に成功した路線商業地は相乗効果により集客を高めている
。

東側隣接の大型スポーツ店は一部上場後順調に業績を伸ばしてお
り、現在ゴルフショップの北側に関連施設を建設中。

特になし。

収益価格は比準価格の８３％程度に求められた。収益物件としての投資事例は認められないが、事業用借地による店舗需要
は旺盛である。従って、現実の生起事例からの検証により規範性の高い比準価格にウェイト付けしつつも、収益価格も関連
づけ、鑑定評価額を上記のとおり調整決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

書店、飲食店を敷地内に備えたＳＣと大型のスポーツ用品店が圏域を牽引。中心市街地を含め市内随一の商業地として繁華
性を維持しており、強含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 142,000円／㎡

公示価格 円／㎡
標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①
標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

⑦
内
訳

西岐阜駅
南東 1.2km

西岐阜
1.2km

(8)

西32m県道､
南側道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

市内外を結ぶ幹線道路沿い
の路線商業地域

西３２ｍ県道

　要因の
　比較

　因の比
　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号 提出先16 岐阜県 所属

分科会名 中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)
基
準
地

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

③形状

「江添１－５－１５」
②地積
（㎡）

891
( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況
処理施
設状況

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 35.0 ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

145,000 円／㎡

121,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の
個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格
円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0％ ％

］
［ ］ ［ ］

［ ］100
100

100
100

　修 正

別記様式第６
鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市江添１丁目５番１４外

+5.0角地

不動産鑑定士氏名

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

140,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

岐阜 -5

地
域
要
因

街路
交通
環境
行政
その他

0.0
+9.2
-26.0
0.0
0.0

標
準
化
補
正

街路
交通
環境
画地
行政

その他

0.0
0.0
0.0
+5.0
0.0
0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の
　比較

　因の比
　較

前年指定基準地の価格
115,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

80.8 ］
98.3［ ］ 105.0［ ］

105.0［ ］100
100

100
100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日 正常価格

平成 25年 7月 12日平成 25年 7月 1日

127,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 142,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

110,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価 倍率種別

(6)市場の特性 環状線他、当市外縁の幹線街路沿いからなる比較的広域な同一需給圏を判定した。需要者の中心は、ロードサイド向けの量
販店等である。事業用定期借地の活用が主流で売買による相場感の把握が難しいが、所在地周辺は事業用定期借地の相場が
月坪２５００～３０００円と市内最高。利回りで考えても、坪４５～５０万円程度の地価相場は十分維持している地域と思
料する。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 16－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

寺村　建一郎











岐阜（県） －

低層店舗地

低層の店舗、営業所
等が混在する路線商
業地域

3

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 75 50 200 低層店舗地

5

-

近商
(90,200)

準防

アベノミクス効果を背景として消費者購買意欲・個人消費が緩や
かに回復、商業地需要にも徐々に改善の兆しがみられる。

岐阜環状線沿いで顧客流動性が優る路線商業地域であるが、総じ
て静態的で特記すべき変動要因は認められない。

個別的要因に変動はない。

当地区における土地取引は商業事業者の自用目的のための土地需要が通常である。収益物件は中低層の店舗兼共同住宅が一
般的であるが、これらは節税対策によるものが大半で投資効率が低く、収益価格は低位に試算されている。従って、取引の
実態を反映し相対的規範性が高い比準価格を標準とし収益価格を関連づけ、指定基準地〔岐阜（県）５－３〕との価格均衡
に留意のうえ、適正と判断する上記価格をもって、鑑定評価額と決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

沿道型低層店舗や店舗付共同住宅を主体とする岐阜環状線沿い商業地域で地域要因は安定的に推移。回復感に乏しい地域経
済を反映して商業地需要は依然低迷状態、地価は当面弱含みのまま推移するものと予測。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 77,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

岐阜駅
北西 4.1km

岐阜
4.1km

(8)

西23m県道､
背面道

近商
(80,200)
準防

（その他）　　　　
(90,200)

特にない ２３ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地
番号

提出先21 岐阜県 所属
分科会名

中分科会 印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「西島町３－７」

②地積

（㎡）

1,026

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 35.0 ｍ、　規模 1,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,200 円／㎡

56,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0 ％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25 平成 25年 7月 18日　提出

宅地-1

岐阜市西島町３番８

+6.0

-3.0

二方路

間口・奥行の関係

不動産鑑定士氏名

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

76,900

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

岐阜 -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.3

+0.5

+5.0

+7.2

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

85,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

111.7 ］

98.0［ ］ 102.8［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 2日 正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

78,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 76,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、当市北部の幹線道路沿いの路線商業地及び既成商業市街地の全域である。主たる需要層は、ロードサ
イド関連店舗を中心とする全国展開の法人事業者及び地元事業者であるが、景気好転の実感に乏しい地域経済のなか新規の
店舗立地も少なく需給関係は総じてやや弱含み。市場の中心価格帯（総額）は立地業種等により各種各様、取引も少ないこ
とから把握困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

岐阜（県） 21－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北村修一



岐阜（県） －

事務所兼住宅地

事務所、店舗等のほ

か一般住宅も見られ

る商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 0 50 事務所兼住宅地

5

-

準工

(60,200)

準防

　景気は、上向き傾向であり、地価にもプラスの影響がある。

　特に大きな変化は見られず、現状維持で推移している。

　特に変化はみられない。

　近隣地域内には、自用の小規模店舗併用住宅が中心で、商業事業者向けの賃貸市場の成熟の程度は十分とはいえないが、

周辺には事務所、店舗も混在しており、収益価格も比較考量の上、比準価格を重視し、代表標準地との価格の均衡にも留意

して、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所兼住宅

ＲＣ３

　当該地域は住商工の混在地域であり、一部農地も見られる地域である。今後は、商業性を減退させつつ、住宅地へと移行

していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の

状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価

格

形

成

要

因

の

変

動

状

況

ら

の

検

討

②変動率

前年標準価格 66,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公

示

価

格

を

規

準

と

し

た

価

格

65,300

⑥対象基準地

  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

岐阜 17

代表標準地

標準地

5

地

域

要

因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.5

+4.4

+41.0

+10.3

0.0

標

準

化

補

正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

⑦

内

訳

岐阜駅

南東方 3.1km

岐阜

3.1km

(8)

北13.5m市道

準工

(60,200)

準防

（その他）　　　　

特記すべき事項はない １３．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道、

ガス、

下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

基準地

番号

提出先

22

岐阜県

所属

分科会名

中分科会

印

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基

準

地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「細畑６－４－５」

②地積

（㎡）

1,054

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近

隣

地

域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の

　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等

   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

66,200 円／㎡

33,400 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整

   ・検証及び鑑定

   評価額の決定の

   理由

公示価格

114,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4 ％ ％

164.8 ］

99.1［ ］ 100［ ］

105.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６

鑑定評価書（平成 25
平成 25年 7月 17日　提出

宅地-1

岐阜市細畑６丁目４番６

ない

不動産鑑定士

氏名

　補正

長方形

指

定

基

準

地

か

ら

の

検

討

⑥対象基準地

  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地

域

要

因

街路

交通

環境

行政

その他

標

準

化

補

正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦

内

訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対

象

基

準

地

の

前

年

標

準

価

格

等

か

(10)

倍

[平成 25年 1月]

平成 25年 7月 1日
正常価格

平成 25年 7月 16日平成 25年 7月 1日

68,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 65,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

路線価又は倍率

52,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)

路

線

価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、岐阜市南東部地区及び隣接する岐南町北部地区である。需要者は、当該地域に地縁を有する個人、法人が

中心的である。当該地域は名古屋方面へ通ずる国道１５６号に接続する等、交通アクセスは比較的良好であるが、未利用地

もあり、商業地としての需要は少なく、緩やかに住宅地へと移行しつつある地域である。価格帯は立地条件等により様々で

あり需要の中心は見い出せない。

継続

①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地

点）である場合の検討

岐阜（県） 22－5

開発法
開発法による価格 ／   円／㎡

丸山　正樹




